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Frequency-magnitude distributions are generally expressed by the Gutenberg-Richter (G-R) law. How-

ever, frequency-magnitude distributions are sometimes a convex-upward curve rather than a straight line,

departing from the G-R law. An η value originally introduced by Utsu (1978) is an indicator that represents the

degree of deviation from the G-R law. We investigate η values before and after sixM7-9 class mainshocks off

the Pacific coast of eastern Japan. The η values tend to become small (i.e., the distribution deviates from the G-

R law) before the mainshocks, and then increase (i.e., recovering to the G-R law). Taking this characteristic

into account, we suggest a simple and challenging earthquake forecast model based on η values. Probability

gain of the optimized forecast model by a retrospective test becomes 2.24-3.03, and the alarm rate and the

truth rate become 100% and 0.14-0.47%, respectively. According to the result of the forecast model applied to

the latest seismicity, we should pay attention to seismicity off the coast southeast of Kanto district.
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§1． は じ め に

地震の規模別頻度分布は大局的にはG-R 則 [Gutenberg

and Richter (1944)] に従うが，詳細にみれば上に凸に

なったり蛇行したりするなど G-R 則に従わないことも

ある［例えば，Utsu (1999)］．宇津 (1978) は，そのような

G-R 則からの逸脱を表すパラメータとして η値を提案し

た．G-R 則からのずれの程度をひとつのパラメータ (η)

で定量的に表すことができるというメリットがあり，上

に凸の分布となるほど η 値は小さくなる．宇津 (1988)

は，1926∼1985 年に日本付近に発生したM5.0 以上の地

震のうち，M4.0 以上の前震が 5 個以上発生しているイ

ベント 22 個を対象として前震と余震の η値を求め，前

震の η値の方が余震のそれよりも小さい（上に凸の分

布）傾向を示すことを報告した．同様に本震前の規模別

頻度分布が上に凸となる例は他の地域でも報告されてい

る．例えば，南アメリカ大陸に沈み込むナスカプレート

の深さ 500-650kmにある孤立的な地震活動（1973∼2000

年に M∼7 の本震が 6-10 年間隔で発生）の規模別頻度

分布は本震前に上に凸の分布をし，本震によって直線性

が回復するサイクルを繰り返している [Burroughs and

Tebbens (2002)]．

これらのことから，本震前の規模別頻度が上に凸とな

る分布に着目した予測モデルの有効性を検討することは

意義がある．そこで本研究では，1990 年以降に東日本の

太平洋沖で発生したM7.0 以上の地震前後の η値に着目
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した調査を行った．その結果，宇津 (1988) や Burroughs

and Tebbens (2002) のように，本震前の規模別頻度分布

は G-R 則から逸脱し，本震後に G-R 則に従う傾向にあ

ることがわかった．さらにこれらの特徴を踏まえ，η値

に基づいたシンプルでチャレンジングな予測モデルを提

案する．

§2． デ ー タ

解析には気象庁一元化震源（1990 年 1月∼2012 年 12

月，深さ 100km 以浅）を用いた．解析対象とした本震

は，データ期間中に東日本の太平洋沖で発生した M7.0

以上の本震 6 個とした (Fig. 1, Table 1)．各本震に関す

る解析対象領域は，本震後 7 日以内に発生したM4.0 以

上の余震の震央を取り囲むシンプルな矩形領域 A-F と

した (Fig. 1)．ただし，領域Dについては，2011 年 3月

9 日 M7.3 の本震の約 2 日後に M9.0 の 2011 年東北地方

太平洋沖地震（以下，東北沖地震）[Hirose et al. (2011)]

が付近で発生したため，その巨大地震直前までの期間の

データから領域を設定した．パラメータの推定に用いる

個数が少ないと誤差は大きくなるため［宇津 (1978,

1988)］，矩形領域内で本震前に 100 個以上の定常的な地

震活動が観測されなかった本震は解析対象から除いた

（Fig. 2 の黒丸）．また，各矩形領域内で最大規模の地震

を本震とし，それ以降に発生した地震は M7.0 以上で

あっても余震と見做し，本震としての解析対象から除い

た（Fig. 2 の青丸）．

§3． 解 析 手 法

マグニチュードが M∼M+dM である地震の個数を

nM dM と置くと，G-R 則による規模別頻度分布は次の

ように表せる．

log nM =a−bM (1)

ここで，a及び bは定数である．下限マグニチュードに

おいて観測された累積地震数を近似曲線が通過するとい

う前提を置けば，独立なパラメータは 1個 (b) である．

G-R 則の他にも規模別頻度分布を表す式は様々提案さ

れている [Utsu (1999)]．本論文では，G-R 則から逸脱し

た分布を表すモデルの代表として宇津の式 [Utsu (1974)]

と 2区間 G-R 則 [Gutenberg (1956)] を参考として取り上

げる．

Utsu (1974) は，規模別頻度分布が上に凸となる様子を

モデル化するために，マグニチュードの上限 cを導入

した式（宇津の式）を提案した．

log nM =a−b M+logc−M  M<c (2)

nM =0 M≥c (3)

ここで，a，b及び cは定数である．このモデルは M

が cに近づくと，ゼロに漸近する．地球は有限である

ため，マグニチュードに上限を持つ宇津の式の方がG-R

則よりも現実的であろう．独立なパラメータは 2 個

(b, c) である．

一方，あるコーナーマグニチュード Mで直線の傾

きが変わるモデルとして 2区間G-R 則 [Gutenberg (1956)]

がある．宇津の式と異なり，下に凸の分布もモデル化で
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Table 1. The η values for six areas. Underlined boldface denotes an η value less than or equal to 1.70.
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きるという特徴を持つ．

log nM =a−bM M≤M (4)

log nM =a−bM M>M (5)

ここで，a，b，a，b及び Mは定数である．独立なパ

ラメータは 3個 (b, b, M) である．

パラメータの推定には最尤法 [Utsu (1999)] を用いた．

宇津の式は，規模別頻度分布が上に凸の分布からの乖離

が大きくなると解が収束しない場合がある．

以上，3 つのモデル（G-R 則，宇津の式，2 区間 G-R

則）について紹介したが，モデル間の優劣の指標として

AIC [Akaike (1974)] がよく用いられる．AICが最も小さ

いモデルが優れていると判断され，特に 2以上の差があ

ればモデル間に有意な差があると見做せる．本論では，

G-R 則，宇津の式，2 区間 G-R 則の AIC をそれぞれ

AIC，AIC，AICで示す．

ここまで説明してきたように，各モデルのパラメータ

を推定し，AICを用いてモデル間の優劣を決めるという

やり方が一般的である．しかしその他に，規模別頻度分

布の特徴をひとつのパラメータ ηで簡単に表すこともで

きる［宇津 (1978)］．本論では主に η値の解析結果につ

いて述べ，規模別頻度分布に式 (1)-(5) を当てはめた際の

パラメータ値は参考値として示すにとどめる．X=M−

本震前に現れるG-R 則からの逸脱と，その特徴に基づいた地震予測モデルの提案 23

Fig. 2. Calculation grids with spacing of 0.25°for
the earthquake forecast model and epicenter dis-
tributions. Green numbers denote the grid num-
ber. Red circles denote mainshocks. Blue circles
denote aftershocks with M≥7.0. Aftershocks as-
sociated with each mainshock are shown by the
same symbol inside circles. Black circles denote
mainshocks for which η values were not calculated
because the event number was less than 100 be-
fore mainshocks.

Fig. 1. Epicenter distributions in the investigation
area from 1990 through 2012. Red circles denote
mainshocks with M≥7.0. Blue circles denote M≥

4.0 aftershocks of each mainshock in areas A-E.
Gray circles denoteM≥4.0 aftershocks of the 2011
mainshock in area F. Seismicity in area G is shown
in Fig. 10. The latitude and longitude of the four
corners of each area are A (43.297525/145.535840,
44.376068/147.674714, 43.245088/148.737108,
42.204104/146.570209), B (42.180190/142.750254,
43.283992/144.747288, 41.915468/146.080793,
40.833874/144.103236), C (40.85/142.0, 40.85/144.24,
39.66/144.24, 39.66/142.0), D (38.77/142.78, 38.77/
143.76, 38.0/143.76, 38.0/142.78), E (36.42/141.2,
36.42/142.28, 36.0/142.28, 36.0/141.2), F (40.932629/
141. 998709, 40. 023771/145. 906228, 34. 522258/
143.742367, 35.366445/140.090640), G (39.78/141.79,
39.78/141.87, 39.73/141.87, 39.73/141.79).
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Mと置いたとき，η値は次のように書ける．

η=ΕX /ΕX 


(6)

ここで，Mは下限マグニチュードで，M が 0.1刻みで与

えられている場合（今日のカタログの多くは 0.1刻み）

は，3.95や 4.05 などの値をとる．Ε  は括弧内に示さ

れる変数の平均値を示す．規模別頻度分布が G-R 則に

従う場合の理論値は 2で，上に凸の分布だと η<2，下に

凸だと η>2となる．例えば，100 (200) 個のデータから

求めた ηが 1.70 (1.78) 以下であれば，それを G-R 則に従

う母集団からのサンプルと考えるのには 5%の有意水準

で η値が小さ過ぎるといえる［宇津 (1978, 1988)］．η値

の推定に用いる個数が少ないと，η<2となりやすいと

いう指摘がある［宇津 (1988)］．宇津 (1988) が推定に用

いた個数は多くて 50 個，半数は 10 個未満である．一

方，パラメータの推定に用いる個数が少ないとバラツキ

は大きくなる［宇津 (1978, 1988)］．本研究ではその点を

考慮して，100 個以上のイベントを用いるようにした

（ただし，後述の通り一部例外あり）．

η値の時間変化については以下の手順で計算した．本

震を境に期間を 2つに分け，本震前の期間については地

震が発生する度に 1990 年からそのイベントまでのデー

タを用いて η値を求めた．推定に用いるイベント数が 1

個ずつ増えることになる．このとき，計算を開始する地

震数は 100 個からとした．本震後の期間については，イ

ベント（余震）が発生する度に本震後からそのイベント

までのデータを用いた．このとき，本震は含めず，計算

を開始するのは本震の 7日後からとした．ただし，領域

Dについては，本震の約 2 日後に東北沖地震が付近で発

生したため，東北沖地震の本震直前までの期間とした．

このとき推定に用いた個数は 71 個である．

Mは重要なパラメータのひとつであるが，正確な値

はわからない．特に小さな Mの範囲で上に凸の分布を

している場合，それが真実か，検知能力によるものかの

判断は難しい．一般的には，G-R 則を分布に当てはめて

Mを決定することが多い［例えば，Wiemer and Wyss

(2000)］が，規模別頻度分布が G-R 則から外れる例はい

くつもみられるし［例えば，Utsu (1999)］，本研究ではこ

の点に注目しているため，G-R 則に基づいて Mを推定

することは本末転倒である．規模別頻度分布曲線の曲率

が最大となる M を Mとする手法（MAXC 法）もある

［例えば，Wiemer and Katsumata (1999)］．MAXC法で

得られる Mは，一般的に規模別頻度分布で最多の bin

を持つ M (M) に一致するとされる [Woessner and

Wiemer (2005)]．Hirose and Maeda (2011) は，上に凸の

特徴を示す宇津の式に着目した予測モデルを提案した際

に，Mとして Mを採用した．今回我々は Mよ

り大きな固定値を Mとした．アウターライズまで含め

た広域の領域Fの Mは 4.95，その他の領域は 3.95 と設

定した．ただし，観測点密度が高い（すなわち地震の検

知能力が高い）関東 [Nanjo et al. (2010)] の沖に位置する

領域Eにおいては，本震（2008 年 5月 8 日）以降につい

ては，余震活動が不活発なため（M＝3.95だと 7日間で

21 個），M＝2.95 を用いた．結果的に Mよりも 0.4-

3.7 大きな値となった．

Nanjo et al. (2010) は，1970 年以降の気象庁一元化カタ

ログに対して，EMR 法 [Woessner and Wiemer (2005)]

を適用し，日本全域の Mの時空間分布を求めた．これ

によると深さ 0-30 km のデータについてではあるが，

1990 年以降の東日本の太平洋沖の Mは 3-4 程度，2002

年以降の Mは 2-3 程度である．EMR 法は G-R 則を

ベースにして小さな Mまでモデル化するものである．

例えば，カリフォルニアの地震活動については，EMR

法による Mは平均的にはMAXC 法による Mに 0.2 を

加えたものとなる [Woessner and Wiemer (2005)]．

§4． 結 果

解析で得られた η 値の時間変化を Fig. 3 に示す．領

域A-E では，本震前の η値は 1.70 以下と小さく，本震

直後に大きくなった．本震前の η値は 111-182 個のデー

タから，本震直後は 71-455 個から推定された．推定に

用いる個数と η値とに相関はみられなかった (Table 1)．

§3 で述べたように，∼100 個のデータから求めた η値

が 1.70 以下であれば，G-R 則から十分逸脱しているとい

える［宇津 (1978, 1988)］．Fig. 3 の結果はすなわち，本

震前は G-R 則から逸脱し，本震後に G-R 則に回復する

傾向があることを示している．この傾向は各モデルの

AICの比較からも確認できる．本震前後の η値の変化

が顕著な領域 C 及び E における本震前と本震 7 日後の

規模別頻度分布を Fig. 4 に示す．各領域の詳細な規模

別頻度分布はAppendix A を参照のこと．本震前の期間

(Fig. 4a, c) では，G-R 則よりも改良 G-R 則や 2区間 G-R

則の AICの方が有意に小さい．一方，本震直後の余震

期間 (Fig. 4b, d) では，G-R 則の方が他モデルの AICよ

りも小さい．さらに領域A-C, E では，本震から十分時

間が経過し，定常的な活動に戻っても η値は本震前のレ

ベルには戻っていない (Fig. 3)．

一方，東北沖地震の余震域である領域Fにおける本震

前後の η値の時間変化は，領域 A-E の結果と逆の傾向

を示す (Fig. 3)．領域 Fは広域であるため，本震前は各

地域の定常地震活動が平均化され，結果としてG-R 則に

従ったか，またはM9 のサイクルとしてはデータ期間が

弘瀬冬樹・前田憲二24
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短いために上に凸の傾向がみえていないのかもしれな

い．本震後の η値は他領域と同程度である．

§5． η値に基づいた地震発生予測モデル

§4 で述べたように，領域 Fを除いて本震前の η値は

本震後よりも小さい (Table 1, Fig. 3)．この特徴に基づ

いたシンプルな地震予測モデルを本章で提案する．予測

対象はM7-8 クラスとし，M9 クラスは外した．なお，

Fig. 3 は，Fig. 1 の各領域について解析したものである

が，各領域は本震後 7日間または∼2 日間の余震発生域

（M4.0 以上）から決められたものである．本震を予測す

る際にまだ起きていない余震の情報は使えない．さら

に，本震の震央が余震域（矩形）の中心とは限らない

(Fig. 1)．これらの点を考慮し，予測対象領域は震央とい

う点ではなく，震源域（余震域）という面的広がりとし

た．以下に予測モデルの流れを示す．

1) 東日本の太平洋沖に緯経度 0.25°間隔のグリッドを

779 個配置し (Fig. 2)，各グリッドから半径 r 以内の

地震（M4.0 以上）を抽出する．ここで rは 50また

は 100kmとする．

2) 1990 年 1月 1 日∼あるイベントまでに M4.0 以上

の地震が 100 個以上あるグリッドで，η値を推定す

る．

3) η値が 1.70 以下となったグリッドが将来の震源域

（余震域）に含まれるというアラームを出す．

本予測モデルを実際のデータに回顧的に適用した結

果，r＝50 km を用いた場合は，領域 B を除く領域 A,

C-F内のグリッドでアラームが出される (Fig. 5)．特に

M7 前半のイベントが発生した領域D及び Eとはアラー

ムを出したグリッドとの空間的な対応がよい．一方，r

＝100 km を用いた場合 (Fig. 6) は，領域 D及び E内か

らアラームはほとんど消え，領域A-C, F内のグリッド

でアラームが出される．特にM7 後半∼M8 前半のイベ

ントが発生した領域 A-Cとはアラームを出したグリッ

ドとの空間的な対応が r＝50 km (Fig. 5) よりもよい．r

＝50 km及び 100 km のいずれの場合も領域 F内に複数

のアラームが出されるが，空間的な対応関係は明確では

ない (Figs. 5-6)．

Figs. 5-6 からもわかるように，η値が 1.70 以下となり

アラームが出るグリッドは，予測対象の震源域（余震域）

内のグリッドだけではない．予測が外れたアラームも含

めた総合的な評価が必要である．そこで，本予測モデル

を 1990 年 1月 1 日∼2012 年 12月 31 日のデータに対し

て 0.1 年ごとに回顧的に適用した結果 (Fig. 7) について，

確率利得，予知率，適中率で評価を行った．本震とア

ラームとの空間的な対応関係が不明確な東北沖地震 M
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Fig. 3. Magnitude and η value versus time plot.
Gray vertical bars denote magnitude. The thick
green bar denotes the mainshock. Red and blue
lines denote time variations of η values before and
after the mainshock, respectively. Orange dia-
monds denote η values estimated using data from
1 January 1990 to just before each mainshock, cor-
responding to panels in Figs. A1a-A6a. The left
blue diamonds denote η values estimated using
data for 7 days in areas A-C, E, and F and for∼2
days in area D after each mainshock, correspond-
ing to panels in Figs. A1c-A6c. The right blue
diamonds denote η values estimated using data
from just after each mainshock to 31 December
2012 in areas A, B, and F and to the 2011 off
Tohoku Earthquake in areas C and E, correspond-
ing to panels in Figs. A1e-A3e, A5e, A6e. The
values of these diamonds are summarized in Table
1. Broken horizontal lines indicate η values of 1.7
and 2.0. Note that the range of the right vertical
axis in (f) is different from others.
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9.0 は予測成績の評価から外した．ここでは便宜上 0.1

年更新としたため，アラーム期間は暗黙のうちに 0.1 年

が仮定されている．結果，本震の発生まで長期間アラー

ムは出続け，本震後にアラームが消える傾向にある．

r＝50 km の場合 (Fig. 7a)，η値が算出された時空間グ

リッド数 (N) は 41343 個で，そのうちアラーム時空

間グリッド数は 9237 個である．予測すべき対象地震 5

個の余震域が占める（時）空間グリッド数 (N) は全

199 個で，そのうちの 18 個でアラームが適中した．

N/Nの確率でターゲットが出現する場に対する

本予測モデルによる確率利得は 0.40 =
18/9237

199/41343 となり，
無作為な予測よりも悪い結果となった．領域 A-E の 5

領域のうち，領域Bを除く 4領域で適中しているため，

予測対象地震からの視点による予知率は 80% (＝4/5)，

アラームからの視点による適中率は 0.19% (＝18/9237)

である．これは，見逃しはほとんどないが，ほとんどの

アラームが空振りであることを意味する．ただし，予測

対象を半径 r＝50 km の広がりに相当する領域D及び E

(Table 1) で発生したM7 前半の 2個に限定すると，確率

利得は 2.24 =
13/9237

26/41343 に上昇し，無作為な予測よりも良
くなる．このときの予知率は 100% (＝2/2)，適中率は

0.14% (＝13/9237) である．

r＝100 km の場合 (Fig. 7b) についても同様に評価す

ると，確率利得は 2.70 =
75/15477

199/111023 ，予知率は 60% (＝
3/5)，適中率は 0.48% (＝75/15477) である．ただし，予

測対象を r＝100kmの広がりに相当する領域A-C (Table

1) で発生したM7 後半∼M8 前半の 3個に限定すると，

確率利得は 3.03 =
73/15477

173/111023 ，予知率は 100% (＝3/3)，適
中率は 0.47% (＝73/15477) である．

これらの結果から，予測対象の規模をあらかじめ設定

弘瀬冬樹・前田憲二26

Fig. 4. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in areas C and E in Fig. 1. Open dia-
monds denote the number of events in each magnitude bin and solid diamonds are cumulative
number of them. Distributions are approximated by three theoretical models, the original G-R
law (blue line), Utsu’s formula (green line), and the two-section G-R law (orange line). Estimated
parameter values are shown on the right side. The left vertical broken line denotes the mag-
nitude bin with the largest number of events, and the right vertical broken line denotes the
threshold magnitude used to estimate parameters. Data periods are (a, c) from 1 January 1990 to
just before each mainshock, and (b, d) 7 days after each mainshock.
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し，それに応じた半径を用いて本予測モデルを適用すれ

ば，規模も含めた予測が出来るため効果的であると考え

られる．なお，適中率がとても低いのは，アラームの更

新を便宜的に 0.1 年としたことにより，たとえ本震の発

生まで連続して小さい η値を示した場合でも，η値の小

さい期間長に応じてアラームの回数が増えたためであ

る．仮に時間的に連続なアラームを 1回と数えれば適中

率は上がる．このように本モデルの適中率はアラーム期

間の定義次第で大きく変化することに注意する必要があ

る．

ここまでは本予測モデルの回顧的な予測の結果につい

てみてきた．続いて本予測モデルで未来を予測するとど

うなるであろう．2012 年 12月 31 日時点に本予測モデ

ルによって出されるアラームは，M7 前半 (M7.0-7.5) の

地震を予測対象とした場合（r＝50 km），内陸では北海

道十勝及び茨城付近，海域では北海道東方沖，宮城沖の

アウターライズ，及び関東東方沖に顕著なアラームの塊

がある (Fig. 8a)．M7 後半∼M8 前半 (M7.6-8.5) の地震

を予測対象とした場合 (r＝100 km)，北海道東方沖及び

関東東方沖∼南東沖に顕著なアラームの塊がある (Fig.

8b)．ここでのアラーム期間は無期限を仮定している．

2013 年 1月 1 日∼2016 年 6月 30 日の期間にM7 以上の

地震は 2個（2013 年 10月 26 日M7.1，2014 年 7月 12 日

M7.0）発生している．本予測モデルではこれらのイベン

トを予測できていない．しかし，いずれも東北沖地震の

余震 [Utsu (1970)] であるため予測対象外である．東北

沖地震の余震活動が定常活動に戻るまで（例えば，Utsu

(1970) の関係式では，余震活動期間は少なくとも約 7 年

間であるため 2018 年頃まで）は，領域 F内に出される

アラームは誤報として取り扱う必要があろう．

Fig. 8b でアラームが出ている関東南東沖のプレート

境界（フィリピン海プレートと太平洋プレート）面上に

は，20mm/y を超えるすべり欠損の存在が指摘されてい

る [Noda et al. (2013)]．2011 年東北沖地震及びその余効

本震前に現れるG-R 則からの逸脱と，その特徴に基づいた地震予測モデルの提案 27

Fig. 5. Earthquake forecast map based on η values. The η value was estimated using data within
a 50-km radius of each grid from 1 January 1990 to the mainshock. Blue circles denote main-
shocks. The red circle in (c) denotes a circle with a radius of 50 km.
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変動によるすべりは関東南東沖までは浸食していない

[Ozawa et al. (2012)] ため，現在も固着は強い状態であろ

う．この付近では，1677 年 11月 4 日に M8.0 の延宝房

総沖地震が発生している［宇佐美 (2003)］が，その後現

在（2016 年 6月 30 日）までM8 クラスの地震は発生し

ていない［地震調査研究推進本部地震調査委員会

(2011)］．延宝房総沖地震の約 66 年前（1611 年 12 月 2

日）には三陸沖が震源域の候補と考えられる慶長三陸地

震 (M8.1) が発生している［宇佐美 (2003)］．慶長三陸地

震の発生域や規模については諸説あり，2011 年東北沖地

震の 1サイクル前の巨大地震との指摘もある［纐纈・横

田 (2011)］．過去との類似性を考慮すると，東北沖地震

の余震域Fに隣接し，本予測モデルによるアラームが出

された関東南東沖において今後 M8 クラスの地震が発

生する可能性が高くなっているかもしれない．関東南東

沖の今後の地震活動には注目しておく必要があろう．

§6． 議 論

G-R 則の b値は様々な物理量や指標との間で依存性を

持つことが指摘されている．例えば，差応力 [Scholz

(1968)]，メカニズム解 [Schorlemmer et al. (2005)]，深さ

（物性）[Spada et al. (2013)]，プレート年代 [Nishikawa

and Ide (2014)]，歪レート [Sasajima and Ito (2016)] など

である．ただし，それらは差応力依存性を異なる物差し

でみているだけかもしれない．b値と差応力は反比例の

関係にあることが指摘されている [Scholz (2015)]．弘

瀬・他 (2002) は，約 20 年間（1981 年 1月 1 日∼2001 年

10月 31 日）の東北大学の地震カタログを用いて，地震

活動が G-R 則に従うという仮定の下で東北地方の b値

の時空間変化を推定し，時間的には本震前に b値が小さ

く本震後に大きくなること，空間的にはアスペリティが

高 b値を避けるように分布することを示した．彼らの結

果は，b 値の時空間変化が地震サイクル中のアスペリ

ティ近傍の応力蓄積・解放過程を反映している可能性を

示唆している．なお，本研究の本震前の b値 (Figs. A1a-

弘瀬冬樹・前田憲二28

Fig. 6. Same as Fig. 5, but within a 100-km radius corresponding to the red circle in (c).
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A6a) は，余震の b値 (Figs. A1c-A6c，A1e-A6e) よりも

大きい傾向を示す．弘瀬・他 (2002) の b値変化の傾向と

一致しないのは，用いたカタログや下限マグニチュード

の違い（弘瀬・他 (2002) の Mは 2.1-2.5）の他に，解析領

域や期間の違いによる影響が大きいと考えられる．すな

わち，弘瀬・他 (2002) はアスペリティの極近傍に注目し

たが，本研究では余震域という比較的広い領域に注目し

ており，また，本研究は長期的なデータに対する解析で

あるため，本震直前に局所的領域で b値の低下があった

としても抽出されなかったのであろう．

一方，本研究では，地震活動が常にG-R 則に従うので

はなく，本震前にG-R 則から逸脱し，本震後にG-R 則に

回復する傾向があることを示した．相対的に大規模地震

が極端に減少すると，規模別頻度分布は上に凸（低 η値）

となる．この時間変化の理由について，本震発生の地震

サイクルを 3つの期間に分けて考える．①前回の本震か

ら暫く時間が経過し，余震活動がほぼ収まった頃以降の

期間（サイクル初∼中期）では，その一帯の歪エネル

ギーの多くが解放された後であり，各アスペリティにか

かる応力はまだ小さい．そのため，大・中規模地震が相

対的に少なく，規模別頻度分布の折れ曲がりはあまり

はっきりしない．②サイクル中∼後期では，各アスペリ

ティにかかる応力が大きくなるため中規模地震も発生す

るようになるが，大規模地震は発生しないため，規模別

頻度分布が上に凸となる傾向が徐々に顕著になる．③本

震発生及び余震活動期では，G-R 則に従うように大きめ

の余震も発生しつつ歪エネルギーの多くを解放する．こ

の様な地震サイクルを繰り返していると考えられる．顕

著な例として，南アメリカ大陸の深部地震活動 [Burroughs

and Tebbens (2002)] が挙げられる．

Nanjo et al. (2012) は，2011 年東北沖地震の大すべり域

（アスペリティ）における b値が本震前に時間とともに

本震前に現れるG-R 則からの逸脱と，その特徴に基づいた地震予測モデルの提案 29

Fig. 7. Time variations of η values for grid num-
bers. Time output is every 0.1 years. Radius is (a)
50 km, (b) 100 km. Blue circles denote the main-
shocks. See Fig. 2 for grid numbers.

Fig. 8. Earthquake forecast map based on η values using data from 1 January 1990 to 31 Decem-
ber 2012. Radius is (a) 50 km, (b) 100 km. Blue circles denote earthquakes with M≥7.0 from 1
January 2013 to 30 June 2016. Red circles in (b) denote circles with a radius of 50 km or 100 km.
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徐々に小さくなることを見出した．この大すべり域は領

域Dより一回り大きいが，領域Dにおける 2011 年東北

沖地震の前震系列の b値は 0.49 (Fig. A4d) で，一般的な

値 (0.8-1.0) に比べてかなり小さく，依然として高応力状

態であったことが示唆される．ただし，同時に η 値は

1.69 であり，G-R 則からの逸脱を示している．すなわ

ち，これらのことはさらに大きな地震が後に控えている

状態にあったことを示唆している．b値と η値がともに

小さくなることは両立し，必ずしも相反する現象ではな

いことがわかる．

以上のことから，η値は地震サイクルのどのステージ

にあるかを知る手がかりとなる可能性を秘めていると考

えられる．

G-R 則から大きく逸脱していても η値が 2に近い値を

とる場合もある．この例として，Fig. 9 に人工データに

よる規模別頻度分布を示す．これはM3.6, M3.0, M1.8及

びM1.1 の個数が卓越しており，これらが重ね合わさる

と結果的に規模別頻度分布は蛇行する．Fig. 9 は明らか

にG-R 則に従わないが，η値は 2.02 となり，数値からは

G-R 則によく従うと判定される．すなわち，η値は便利

な指標ではあるが，万能ではないことに注意が必要であ

る．Fig. 9 で示したものと類似の分布は自然界にも存在

し，Fig. 1 の領域 G で示される岩手内陸深部（深さ

51-61 km）の地震クラスタは，M3.6, M3.0及びM1.8 の

個数が卓越する小繰り返し地震から成る (Fig. 10)．2011

年東北沖地震の影響で活動度が変化しているため，パラ

メータの推定に用いたデータ期間は 1998 年 1 月 1 日

∼2010 年 12月 31 日とした．この場合の η値は 1.58 と

小さく，G-R 則からの逸脱は大きいと判定される．ただ

し，宇津の式では解が求まらず，2区間G-R の AICの方

がG-R 則よりも小さい．しかし，2区間G-R でもこの蛇

行する分布を再現できていない．

G-R 則から逸脱するケースは他にもある．ある震源域

（余震域）の一部の余震だけを抽出した場合に現れやす

い．Fig. 5c では，アラームが北海道東方沖にも出ている

が，これは 1994 年 10月 4 日M8.2 の地震の余震域Aの

端に分布している．本予測モデルは機械的にデータを選

別するため，余震域の端で相対的に大きめの余震が排除

された結果，規模別頻度分布は上に凸の形状となった．

本予測モデルを利用する際は，この点に注意する必要が

ある．

領域 C-E では，東北沖地震後に地震活動の活発化が

みられる（Fig. 3c-e の M-T図）．特に領域 E は東北沖

地震の最大余震 (M7.6) が発生した領域である (Fig. 2)．

茨城沖は東日本の太平洋沖のなかでも M5 クラスの地

震が多発しやすく，さらにその後にM7 クラスの本震が

発生しやすい領域である [Maeda and Hirose (2012)]．相

対的に中規模の地震が頻発すると，規模別頻度分布が上

に凸となりやすく，η値は小さくなりやすい．領域 Eの

η値が小さくなる理由は，このような地域的な地震の特

性を表しているだけである可能性も否定できない．また

ほかには，余効変動やスロースリップのように地震とし

て観測されないものの，すべりによって歪エネルギーを

消費する現象も考えられる．2008 年の茨城沖の本震後

の余効変動による Mwは 6.8 と推定され [Suito et al.

(2011)]，本震の規模 (M7.0) に匹敵する．速度−状態依存

摩擦構成則に基づいた地震発生シミュレーションでは，

周囲のすべり（応力）分布の影響次第で，あるアスペリ

ティが地震性すべりとなったりスロースリップとなった

りするケースがある［例えば，Hirose andMaeda (2013)］．

それら地震として捉えられない現象のために，大きめの

Mの個数が相対的に減り，その結果として規模別頻度分

布が上に凸の分布となっただけかもしれない．例えば，

ある限られた領域内に M3-7 クラスのアスペリティを

無数に配置したシミュレーション上で，本震前の規模別

頻度分布が上に凸となるか検証することは興味深い．今

後の課題である．

宇津の式は，上限 c以上の地震は発生しないという

モデルである．例えば，Fig. A1a で示す本震前の期間に

おける cは 6.48 であり，それ以上の規模の地震は発生

しないことを意味する．これは一種の予測と見做すこと

もできるが，その後に M8.2 の本震が発生している．こ

弘瀬冬樹・前田憲二30

Fig. 9. Frequency-magnitude distribution of syn-
thetic data. Distributions are approximated by
three theoretical models, the original G-R law (solid
line), Utsu’s formula (broken line), and the two-
section G-R law (dotted line). Other symbols are
the same as in Fig. 4.
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のため，ひとつ前のサイクルの本震がデータに含まれて

いなければ，cによる上限（本震）の予測は難しいので

あろう．ただし，地球は有限であるため，データの蓄積

とともに，全期間でみた場合は上に凸となる分布へ漸近

すると考えられる．

本研究では，η値の時間変化を求める際，イベントが

発生する度に推定に用いるデータを追加していった

(Fig. 3)．一方，個数窓をある値に固定してイベントの発

生毎に個数窓を 1個ずつずらして時間変化を求めるやり

方もある．Fig. 11 は，個数窓を 100 個に固定して得ら

れた時間変化である．本震直前・直後で比較した場合，

η 値は本震前の方が本震後に比べて小さい傾向にある

（領域 B及び F 以外）．これは Fig. 3 と同様の傾向を示

すが，本震直前の η値が 1.70 以下となるのは領域 A及

び Dだけとなった．さらに，Fig. 3 と比較して η値の変

動周期は短く，振幅は大きい．そして，本震後でも η値

が 1.70 以下となるケースも現れる．すなわち個数窓を

固定して短いデータ期間で求めた場合 (Fig. 11)，本震と

の対応関係が不明確になり，η値に基づいた予測モデル

の作成は容易ではない．本論はわずか 6地震からの結果

である．η値が地震予測に有効な指標と成り得るのか否

かをより明確にするためには，より多くの事例について

今後調査していく必要がある．

§7． ま と め

東日本の太平洋沖で発生したM7.0 以上の地震前後の

規模別頻度分布に対して η値の時間変化を求めた．本震

6個中 5 個について，本震前の η値は小さく本震後は大

きくなる傾向を示した．このことは，本震前はG-R 則か

ら逸脱し，本震後にG-R 則に回復する傾向があることを

示している．これらの特徴を考慮して η値に基づいたシ

ンプルな予測モデルを提案した．回顧的な予測では，対

象地震の規模に応じた余震域に対応する半径を用いれば

確率利得や予知率は高まる．M7 後半∼M8 前半の地震

の予測アラームが関東南東沖に出ており，今後，この付

近の地震活動に注視しておくべきであろう．
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Fig. 10. (a) Magnitude and cumulative numbers of events versus time plot in area G in Fig. 1. (b)
Frequency-magnitude distribution of earthquakes from 1998 through 2010. Symbols are the
same as in Figs. 4 and 9.
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Appendix A 規模別頻度分布

各領域における詳細な規模別頻度分布を Figs. A1-A6

に示す．各図の (a) は本震直前，(b) は (a) に本震を加え

たもの，(c) は本震 7日後（領域Dは∼2 日後），(d) は (c)

に本震を加えたもの，(e) は解析期間の最後（領域 C, E

は東北沖地震直前まで），(f) は (e) に本震を加えたもの

である．本震前はG-R則から逸脱し，本震後にG-R則に

回復する傾向があることを示している．また，Burroughs

and Tebbens (2002) のように本震を含めて考えると，η

値は増加し，領域A-E の規模別頻度分布はより G-R 則

に従う傾向を示すことがわかる．

Appendix B プレート三重会合点付近の地震活動

（2016 年 12月 7 日追記）論文投稿（2016 年 8月 31 日）

直後からプレート三重会合点付近で地震活動が活発化し

た．同年 9月 23 日には最大地震M6.7 が発生し，活動域

は北西方向へ拡大した．現在は以前の活動に概ね戻って

いる．活動域の北西端は，本予測モデルが示すアラーム

域 (Fig. 8b) に重なっている．本アラームの予測対象規

模はM7 後半∼M8 前半 (M7.6-8.5) であるため，M6.7 の

地震は予測対象外である．この活動に伴い，η値が変化

した可能性もある．そこで，1990∼2016 年 10月 31 日の

データを用いて再計算した予測マップを Fig. B1 に示

す．その結果，アラーム域は相模トラフ側にさらに拡

がった．引き続きこの付近の地震活動に注視すべきであ

ろう．
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Fig. A1. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in area A in Fig. 1. Red diamonds in
(b, d, f) are the mainshock. Other symbols are the same as in Fig. 4. Data periods are (a) from 1
January 1990 to just before the mainshock, (b) the same as (a) including the mainshock, (c) 7 days
after the mainshock, (d) the same as (c) including the mainshock, (e) from just after the main-
shock to 31 December 2012, and (f) the same as (e) including the mainshock.
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Fig. A2. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in area B in Fig. 1. Symbols are the
same as in Fig. A1. Data periods are (a) from 1 January 1990 to just before the mainshock, (b) the
same as (a) including the mainshock, (c) 7 days after the mainshock, (d) the same as (c) including
the mainshock, (e) from just after the mainshock to 31 December 2012, and (f) the same as (e)
including the mainshock.
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Fig. A3. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in area C in Fig. 1. Symbols are the
same as in Fig. A1. Data periods are (a) from 1 January 1990 to just before the mainshock, (b) the
same as (a) including the mainshock, (c) 7 days after the mainshock, (d) the same as (c) including
the mainshock, (e) from just after the mainshock to the 2011 off Tohoku Eq., and (f) the same as
(e) including the mainshock.
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Fig. A4. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in area D in Fig. 1. Symbols are the
same as in Fig. A1. Data periods are (a) from 1 January 1990 to just before the mainshock, (b) the
same as (a) including the mainshock, (c) from just after the mainshock to the 2011 off Tohoku Eq.,
and (d) the same as (c) including the mainshock. Utsu’s formula in (a) and (c) are not shown
because the solution did not converge.
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Fig. A5. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in area E in Fig. 1. Symbols are the
same as in Fig. A1. Data periods are (a) from 1 January 1990 to just before the mainshock, (b) the
same as (a) including the mainshock, (c) 7 days after the mainshock, (d) the same as (c) including
the mainshock, (e) from just after the mainshock to the 2011 off Tohoku Eq., and (f) the same as
(e) including the mainshock. Utsu’s formula in (d) is not shown because the solution did not
converge.

2017-04-17



本震前に現れるG-R 則からの逸脱と，その特徴に基づいた地震予測モデルの提案 39

Fig. A6. Frequency-magnitude distribution of earthquakes in area F in Fig. 1. Symbols are the
same as in Fig. A1. Data periods are (a) from 1 January 1990 to just before the mainshock, (b) the
same as (a) including the mainshock, (c) 7 days after the mainshock, (d) the same as (c) including
the mainshock, (e) from just after the mainshock to 31 December 2012, and (f) the same as (e)
including the mainshock. Utsu’s formula in (b) is not shown because the solution did not con-
verge. Please note that horizontal axis range is different in Figs. A1-A5.
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Fig. B1. Same as Fig. 8, but from 1 January 1990 to 31 October 2016. Blue circles denote the
earthquake (23 September 2016, M6.7).
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